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　国家公務員の雇用と年金の接続についての方針が３月26日に閣議決定されたことを受け、総務省は３月29日に地方公務員の雇用と年金の接続についての副大臣通知を発出した（別紙）。これに関わって、公務員連絡会地公部会は４月１日、総務省高齢対策室との間で、通知の趣旨に関わる交渉を行った。

　交渉には、地公部会からは藤川事務局長をはじめ幹事らが出席し、総務省からは五嶋高齢対策室長らが対応した。

　はじめに、五嶋高齢対策室長から以下の通り説明があった。

３月26日に『国家公務員の雇用と年金の接続について』が閣議決定された後、３月29日に総務副大臣『地方公務員の雇用と年金の接続について』を発出した。昨年11月26日に発出した『地方公務員の雇用と年金の接続への対応について』において、①現行の再任用制度により、退職者本人の意向も十分踏まえ、可能な限り雇用の継続を図るよう配慮すること、②再任用条例を制定していない地方自治体は、速やかに制定を図られたいこと、③現行の再任用制度の職員への周知、定年退職予定者等の意向把握、再任用職員を充てる職の検討、職務の再編等による再任用ポストの確保等、必要な準備を進めること、を各地方自治体に通知し、その効力は今回の副大臣通知においても継続している。

　その後、五嶋高齢対策室長が副大臣通知の内容を説明し、これに対し地公部会側から以下のとおり質した。

(1) 昨年11月に発出された「地方公務員の雇用と年金の接続への対応について」では、定年退職予定者等の意向把握や再任用ポストの確保等について記載があった。今回の通知にはとくに記載されていないが、その趣旨は継続していることをあらためて確認したい。

(2) ２．で「能力・実績に基づく人事管理の推進」とあるが、再任用する際の判断基準を想定して、人事評価制度を活用することを想定しているのか。

(3) ５．で現役職員の「高齢者部分休業制度の活用」について記載されており、高齢層職員の多様な働き方を保障しているものであることは理解するが、高齢者部分休業制度が条例化されていない自治体もあり、違和感があり、まず、条例化をはかるよう地方自治体に求めるべき。

　

これに対し、五嶋高齢対策室長は以下の通り回答した。

(1) 昨年11月の通知では2013年４月からの再任用制度実施に向けて必要な準備をしていただきたいという趣旨であった。今回はとくに記載していないが、当然趣旨は継続しており、今後再任用制度の運用を開始するにあたっては必要な行為である。

(2) 再任用の義務化によって高齢層職員の割合の増加、在職期間の長期化が想定され、そのことが若年層職員のモチベーション低下の要因にもなりかねないことから、あらためて能力・実績に基づく人事管理の推進を図っていただきたいという趣旨。人事評価を再任用の際の判断基準として、再任用のハードルを上げるものではない。民間でも、定年退職者の継続雇用の際に、現役時の退職事由、解雇事由を上回る基準を設けることはできないことになっており、公務員においても同様と考えている。

(3) 定年退職に備えて、現役時から地域活動などの公務外の活動に積極的に参加することで60歳以降の多様な働き方を考える上で高齢者部分休業制度を活用していただきたいと考えている。自治体においては、条例を制定した上で職員に対し制度の周知を図っていただきたい。

　

　続いて、地公部会側から以下のとおり総務省の見解を質した。

(1) 国家公務員についての閣議決定では「給与制度上の措置について必要な検討を行うよう、人事院に対し要請する」とあるが、地方公務員については、どう考えているか。

(2) 再任用される場合の級の格付けや、任命権者間の調整によって異職種で再任用される場合に人事評価の結果が活用されることは想定されているか。

(3) 自治体においては再任用ポストを確定させてから希望者を募るのか、希望者を募ったうえでポストを確保することになるのか、総務省としてはどのような方法を想定しているか。

(4) 国家公務員についてはフルタイム再任用を原則としていたが、定数ポストに空きがない場合を想定して短時間勤務でも再任用できることとし、新規採用に関する方針も併せて閣議決定している。地方についてはとくに記載がないが、同様の趣旨ととらえてよいか。また、国家公務員について、これまでの再任用制度より義務化の度合いが強くなったと理解してよいか。

(5) 任命権者間の調整に関する記述について、総務省と文科省の間での調整は行われているのか。

(6) 公営企業職員に対する取扱いは一般職と同様と考えてよいか。また、今回の通知に関して、各都道府県に対しては総務省からどのような説明がなされたのか。

　これに対し五嶋高齢対策室長は以下の通り回答した。

(1) 現在再任用職員には扶養手当や単身赴任手当が支給されておらず、今後再任用職員を本格的な職務に活用していくに当たり、人事院において検討されるものと考えており、地方についても国に準じることになると思われる。

(2) 再任用の際の級の格付けや異職種での再任用などとの場面で人事評価の結果を活用するかについては、各地方公共団体の判断。

(3) 再任用の希望の聴取方法については自治体に任せるが、定年退職日より相当程度早めに意向調査が必要となることが予想され、それを受けて再任用ポストの調整も行われることになるのではないか。

(4) 国家公務員と同様であるが、新規採用数との調整に関しては、地方公務員については、１．に記載のある「年齢別構成の適正化」にその趣旨が込められていると理解されたい。また、国家公務員と異なり、地方公務員については元々こうした制度設計を進めていたところ。

(5) 今回の通知を発出するに当たり、総務省と文科省、警察庁との間で事前に確認をしてきている。

(6) 通知の対象に企業職員も含めている。従来同様、各都道府県、市町村等を通じて企業管理者へ周知される。また、今回の通知に関しては、総務省から地方公共団体に対する事前の説明会等は開催していない。ただし、この間、アンケートの実施や、制度概要案等を示してきているので、これまでに地方の声は反映されているものと考えている。なお、今後会議等の場で、今回の通知の趣旨等について説明し、周知を図っていきたい。

　これに対し藤川事務局長から、以下の点について強く要請し、交渉を終えた。

(1) 人事評価制度を再任用の基準に活用することは総務省として想定していないことを、民間法制も踏まえ、自治体に周知徹底をはかること。

(2) 今後、段階的な定年の引上げも含め、雇用と年金の接続の在り方について再任用の実施状況を検証し検討するとあるが、実施状況の検証の手法については　地公部会の意見を十分踏まえながら対応すること。

(3) 任命権者間の調整については、適切な調整が図られるよう工夫して自治体への助言等を行っていただきたい。

以上
